
No. ご意見等の概要 県の考え方

1
　HACCP、リスクコミュニケーターについて説明
していただきたい。

　各施策の最後に「用語の解説」があ
り、HACCPとリスクコミュニケーターにつ
いても説明しています。
　県民の認知度が低い言葉であるた
め、今後、様々な機会をとらえて周知に
努めます。

2
  カンピロバクター食中毒について、鶏肉の生食
への対策を重点的に行っていただきたい。

　「基本施策４　食中毒対策」の中で、鶏
肉の生食に関する記述やデータを追加
しています。
　カンピロバクター食中毒対策として、
「飲食店に対し、生食のリスクを認識さ
せ、鶏刺し、鶏生レバー等、生食用とし
ての提供自粛を指導します」と記載し、
これを確実に実施していきます。

3
　規格基準を満たした生食用の牛肉を提供する
施設を把握し、県民へ情報提供していただきた
い。

　岡山県内には、規格基準を満たす生
食用食肉の「加工施設（枝肉から切り出
した肉塊の加熱殺菌等を行う）」、「調理
施設（加熱殺菌済みの肉塊を細切又は
調味する）」がないため、結果的に、施
設への指導や県民への情報提供を
行っていない状況にあります。
　今後、対象になる施設ができた場合
は、適切な監視指導及び県民への情報
提供を行います。

4

　リスクコミュニケーションについて、「リスクとベネ
フィット」、「ゼロリスクはない」等、食の安全に関
する根本的な考え方の理解を進める取組みを行
う。

　今までも、リスクコミュニケーション事業
は「ゼロリスクはない」ことをはじめとし
た、リスク管理の基本的な考え方を理解
していただくことを目標として開催してい
ます。
　今後も継続してリスク管理の考え方を
周知するとともに、意見交換会等の参加
者から周囲の人への情報伝達が促進で
きるような取組みを行います。

5
　体験型講習会の参加者を増加させる具体的取
組みを考える。

　手洗いチェッカーを用いた手洗い体
験など、参加者が普段見えないものを
「見える化」し、体験できる資材や、新し
い機器を用いた体験型講習会を開催
し、参加者の増加に努めます。

6

　事件等が発生した際には、リスクコミュニケー
ションにより、いち早く、正しい情報を県民に伝
え、マスコミの過熱報道による風評被害が起きな
いようにしていただきたい。

　準備等の関係で、事件の発生後、速
やかにリスクコミュニケーション事業を開
催できるとは限らないが、正しい情報を
素早く県民に提供できるよう努めます。

平成２９年度第１回岡山県食の安全・食育推進協議会での主な意見と県の考え方

【第２章　食の安全・安心の確保】
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　４ 食育推進施策 （１）家庭における食育の推
進 (方向性）について、「このため、家庭におい
て食育に関する理解が進むよう、食育活動を通
じて学んだことについて、家庭での共有も促進し
ながら、取組を行うことが必要です。」とあるが、
誰が何をするかわかりにくい。

　記述を修正しています。

2 　日本型食生活はどのように確立していくのか。

　記述を修正しています。
　また、「和食：日本人の伝統的な食文
化」についてのコラムを掲載する予定で
す。

3
　地域に伝わる行事食など、具体的な事例を入
れていただきたい。

　「岡山県の郷土料理」についてのコラ
ムを掲載する予定です。

【第３章　食育の推進】
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「岡山県食の安全・食育推進計画」（素案）に対する県民意見等の募集結果について 

 

平成２９年１１月２１日から平成２９年１２月２０日までの間、「食の安全・食育推進計

画」（素案）について、おかやま県民提案制度（パブリック・コメント）により、ご意見を

募集したところ、次の２０件が寄せられました。 

 

 

＜寄せられたご意見等と県の考え方＞ 

１ 食の安全・安心の確保（延べ１５件） 

番号 意見等の概要 県の考え方 

１ 県民意識調査の食品の安全性に関す

る結果について以前より不信感が和ら

いでいるような記述があるが、どのよう

なデータに基づいて考察したものか。 

県が平成１９年度に実施した県民へ

のアンケート調査結果と本計画策定に

当たり実施した県民意識調査結果との

比較や平成２４年度以降の食の安全相

談窓口への消費者からの平均相談件数

が平成１９～２３年度の平均相談件数

と比べ半減していることから記述した

ものです。 

２ 学校給食、福祉施設給食は一度に調理

する食数が多いためリスクが高いと記

述があるが、食数が多いことはリスクと

は関係がないのではないか。 

一度に調理する食数が多いことは、調

理数が少ない場合と比較して衛生管理

が難しいことから、結果的に食中毒の発

生リスクを高めると考えられますので、

引き続き重点的に衛生管理等を行う必

要があると考えております。 

３ 食を取り巻く現状として、屋外イベン

トにおける提供食品に対する安全対策

の必要性が挙げられている。全国では食

中毒が発生していることから、イベント

等の食中毒対策について現状と課題を

丁寧に記述し、施策展開についても充実

させて記述してはどうか。 

御意見を踏まえ、イベント等の食中毒

対策について、現状と課題に食中毒の発

生事例を加えるなど修正し、施策展開に

ついても丁寧に記述します。 

４ 腸管出血性大腸菌の食中毒の調査に

遺伝子検査などを導入して対応するこ

とはぜひ積極的に進めて欲しい。 

御意見のとおり、食中毒の調査に遺伝

子検査等の活用を進めてまいります。 

５ 監視指導計画について用語解説をし

て欲しい。 

御意見を踏まえ、用語解説に追加して

記述します。 
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６ 学校給食を原因としたアレルギー事

故の発生件数について０件を目標とし

ているが、事故の定義が明確でなく、文

科省の学校における食物アレルギー対

応指針は、アレルギー事故発生時の緊急

時対応も想定されており、事故の発生を

なくすという目標は不適当で削除すべ

きと考える。  （３名から同意見） 

目標に設定しているアレルギー事故

については、学校給食の調理工程中の管

理不足等によりアレルギー物質が混入

し、事故が発生するものを想定したもの

です。御意見を踏まえ、アレルギー事故

の定義を明確にしたうえで、目標としま

す。 

７ 重点施策になっているリスクの高い

食中毒対策に対応する目標を設定して

はどうか。   （３名から同意見） 

リスクの高い食中毒対策については、

食品等事業者に対する監視指導を徹底

することが重要であることから、食品衛

生監視指導計画の目標監視件数達成率

１００％以上を目標に設定し、その発生

の防止に努めてまいります。 

８ ノロウイルス、カンピロバクターにつ

いては、「効果的に広く周知できる方法

の検討」ではなくもう少し踏み込むべき

ではないか。 

これまでの周知方法に加え、新たな周

知方法について検討する必要があるこ

とを記述したものです。 

９ 「正確な知識」、「正確なリスク認識」

と記載をされているが、県民、一般消費

者に「正確な」と表現できるほどの知識

や認識が必要か。大筋はあっている「正

しい」と表現をされた方が適切だと思

う。 

御意見を踏まえ、県が行う情報提供に

係る記述については「正確」に、県民の

理解に係る記述については「正しい」と

いう表現に修正します。 

１０ 消費者が「食」に関する情報を学び、

正しく理解して、自立した消費者として

自分なりに判断し行動できる力をつけ

ていくために、タイムリーな情報の提供

や学習の機会の設定などすすめていた

だきたい。 

基本施策１０「県民への衛生教育」及

び１１「食の安全・安心情報の提供」に

より県民への啓発や広報などに努める

とともに、今回新たに重点施策として位

置付けた１２「リスクコミュニケーショ

ンの推進」に取り組んでまいります。 

１１ 生産者の想いを聞き、食べ物や生産者

をより身近に感じることのできる機会

は、大切なリスクコミュニケーションの

場となることから、積極的に広げていた

だきたい。 

今回新たに重点施策として位置付け

た「リスクコミュニケーションの推進」

に取り組む中で、生産者自らが、学校や

保育所等の広範な関係者と連携し、幅広

い世代に対し、農業等に関する多様な体

験の機会を積極的に提供できるよう努

めてまいります。 

 

4



 

 

 

２ 食育の推進（５件） 

番号 意見等の概要 県の考え方 

１ 基本方針に示されている３つの柱を

通じて、「健康な人づくり・地域づくり」

につなげるという考え方に賛同する。 

Ｐ６６に記載のとおり、関係機関・団

体等と連携を図り、３つの柱に基づき

食育を推進してまいります。 

２ 食品ロスに関しては、「フードバンク

活動」などの食品を必要としている人

たちへの支援といった福祉的な視点も

必要ではないか。 

御意見は、今後の施策推進の参考と

させていただきます。 

３ 家族と一緒に食べる「共食」の機会の

増加をめざすことに賛同するが、地域

における「共食」の機会の増加も計画に

盛り込んでいただきたい。 

Ｐ７７に記載のとおり、家庭と地域

が連携した食育の推進を図ってまいり

ます。 

４ 野菜摂取量の増加や食塩摂取量の減

少に向けた取組を広げるため、栄養士

等の講師派遣や家庭でできる野菜摂

取・減塩レシピなどの情報提供を進め

ていただきたい。 

Ｐ６９、７０に記載のとおり、引き続

き、関係機関・団体等と連携を図るとと

もに、情報提供に努めてまいります。 

５ 前計画では、Ｐ６８で「県産食材の給

食への使用割合の目標値」を４７％と

していたが、現計画案にその目標がな

いのはなぜか。 

県産食材の給食への使用割合は、平

成２４年度以降、安定的に５０％以上

を達成していることから、新たな目標

は設定しないこととします。 
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